
４．耐用年数の推定と劣化診断時期について

【解説】
屋 外 木 質 構 造 物 の 維 持 管 理 を 行 う 上 で の 劣 化 診 断 は 、 予 め 一 定 の 期 間 を

定 めて 定 期 的 に 行 わ れ る も の で あ る 。 そ こ で、 維 持 管 理 業 務 や 維 持 管 理 計
画 策 定 に 必 要 な 耐 用 年 数 と 、 初 回 お よ び 各 劣 化 診 断 後 の 次 回 劣 化 診 断 時 期
を 明 確 に し た 。 な お 、 防 腐 処 理 木 材 の 耐 久 性 や 腐 朽 の 評 価 を、 こ こ で は 強
度という具体的な性能に置き換え、耐用年数の推定を行った。

４ . １ 　 耐 用 年 数 の 推 定
北 海 道 内 の 高 規 格 道 路 に 設 置 さ れ た 立 防 柵 （ 写 真 4 - 1 ） を 対 象 に 、 劣 化

測 定 と 部 材 の 強 度 試 験 を 行 い 、 防 腐 処 理 木 材 （ カ ラ マ ツ ） の 耐 用 年 数 に つ
いて推定した。
劣 化 測 定 は 、 旭 川 紋 別 自 動 車 道 と 帯 広 広 尾 自 動 車 道 の 、 2 0 0 0 年 か ら

2 0 1 4 年 に か け て 設 置 さ れ た 立 防 柵 の 支 柱 と 梁 材 （ 1 0 0 ス パ ン / 年 ） に 対
し 、 ピ ロ ディ ン を 用 い て 行 い （ 写 真 4 - 2 ） 、 「 ピ ロ ディ ン 打 ち 込 み 深 さ
（以下、 P e 値 ） と 経 過 年 数 の 関 係 」 を 求 め た。
強 度 試 験 （ 写 真 4 - 3 ） は 、 経 年 劣 化 し た 部 材 に 残 って い る 強 度 （ 以 下 、

「 残 存 曲 げ 強 さ 」 ） を 明 ら か に す る 目 的 で、 2 0 0 1 年 か ら 2 0 0 9 年 ま で に 設
置 さ れ た 立 防 柵 の 2 年 毎 、 延 べ 5 年 分 の 支 柱 と 梁 材 （ 1 5 ス パ ン / 年 ） に 対 し
実 施 し た 。 ま た 事 前 に 残 存 曲 げ 強 さ と 経 年 劣 化 の 関 係 を 把 握 す る た め P e 値
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維 持 管 理 業 務 や 維 持 管 理 計 画 策 定 に は 、 対 象 と な る 構 造 物 の 耐 用 年 数 を
把 握 す る こ と が 必 要 で あ る 。 耐 用 年 数 が 明 ら か に な る こ と で、 各 維 持 管 理
段階における劣 化 診断の頻度（劣化診断時期）が明確になる。
加 圧 注 入 に よ り 防 腐 薬 剤 処 理 さ れ た カ ラ マ ツ 材 の 耐 用 年 数 は 、 推 定 で 鉛

直 部 材 （ 円 柱 加 工 材 ・ 地 際 部 ） 1 7 年 、 水 平 部 材 （ 円 柱 加 工 材 の 半 割 ） の
土 壌に近接して いる部 材は 2 3 年 、 非 接 地 の 部 材 は 2 8 年 で あ る 。
各 劣 化 診 断 に お いて 「 経 過 観 察 」 と な っ た 部 材 の 次 回 劣 化 診 断 時 期 に 関

して は 、 一 次 劣 化 診 断 で 4 年 後 、 二 次 劣 化 診 断 に つ いて は 診 断 で 得 ら れ た
ピロディン打 ち 込み深 さより「残 存耐 用年 数早見表」を参照し決定する。

写真4-1　 木 製 立 入 防 止 柵 写真4-2　 劣 化 測 定 の 様 子 写真4-3　 強 度 試 験 の 様 子



の 測 定 を 行 っ た 。 こ れ ら の 結 果 か ら 、 「 P e 値 と 残 存 す る 強 度 の 関 係 」 を 求
め た 。

耐 用 年 数 は 、 劣 化 測 定 で 得 ら れ た 「 P e 値 と 経 過 年 数 の 関 係 」 と 、 強 度
試 験 に お け る 「 P e 値 と 残 存 す る 強 度 の 関 係 」 か ら 、 P e 値 よ り 推 測 し た 残
存 曲 げ 強 さ の 平 均 値 と 経 過 年 数 の 回 帰 直 線 を 描 き 、 回 帰 直 線 の 値 （ 残 存 曲
げ 強 さ ： F ） が 部 材 の 短 期 許 容 応 力 度 す な わ ち 基 準 材 料 強 度 の 2 / 3 （ 以
下 、 許 容 残 存 強 度 ： f L）に達した時 ( F = f L ) と 定 め た （図 4 - 1）。

残 存 曲 げ 強 さ （ F ） は 、 低 減 係 数 （ a ） と 経 過 年 数 （ x ） の 乗 算 に よ り 求
められる強度の低下量を、基準材料強度（ F 0）から差分する形で表せる。

耐用年数 推定式の基本形を以下に示す（式 4）。

  ・ 耐 用 年 数 推 定 式 ： F = F 0 - a x（式 4 ）
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４ . 2 　 基 準 耐 用 年 数
耐 用 年 数 の 推 定 を 行 う 上 で の 初 期 強 度 は 、 木 材 の 「 基 準 材 料 強 度 （ 建 設

省 告 示 第 1 4 5 2 号 ） 」 と 設 定 して い る 。 基 準 材 料 強 度 は 単 位 面 積 当 た り の
強 度 （ N / ㎜ 2） で あ る の で、 部 材 の 断 面 積 に 影 響 は 受 け な い 。 そ の た め 異
な る 構 造 体 で あ って も 、 要 求 さ れ る 強 度 性 能 に 対 し 適 切 な 強 度 計 算 を 行 っ
た場合には耐用年数は全て同じ年数（基準耐用年数）となる。

基 準 耐 用 年 数 は 、 各 推 定 式 の 「 F 」 に 許 容 残 存 強 度 （ f L） の 値 を 入 れ る
こ と で 求 め ら れ る 。 本 手 引 き は 北 海 道 産 カ ラ マ ツ を 対 象 と して い る こ と か
ら、以下の値を用いている。

・基準材 料強度 ( F 0 ) ：  カ ラ マ ツ （ 2 9 . 4 N / ㎜ 2）
・許容残 存強度 ( f L ) ：  カ ラ マ ツ （ 1 9 . 6 N / ㎜ 2）

耐 用 年 数 は 、 構 造 別 に 鉛 直 部 材 と 水 平 部 材 の 二 種 類 に 大 別 して 推 定 を
行った。
鉛 直 部 材 は 、 地 面 に 直 接 木 材 を 埋 設 す る 一 般 的 な 「 土 中 埋 設 型 （ 写 真 ４

- ４）」で推定した。
水 平 部 材 は 、 部 材 下 端 が 地 盤 面 か ら お お よ そ 1 0 c m 以 内 あ る い は 、 常 に

枯 れ た 植 物 な ど に 覆 わ れ 湿 潤 状 態 が 長 期 間 継 続 さ れ る 環 境 に あ る 「 土 壌 近
接 型 」 と 、 地 盤 面 と 接 触 して い な い 「 非 接 地 型 」 の 二 種 類 に つ いて 推 定 を
行った（写真４ - ５ ）。
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上段：非接地型

下段：土壌近接型

写真４- ４　土中埋設型 写真４- ５　水平部材



４ . ３ 　 耐 用 年 数 推 定 式 （ 鉛 直 部 材 ・土中埋設型）（図４ - 2 ）
・耐用年 数推定式： F = 2 9 . 4 - 0 . 5 5 2 2 x
・ 基 準 耐 用 年 数 ： 1 7 . 7 年

12

0"

10"

20"

30"

40"

0" 10" 20" 30" 40" 50" 60"

残
存
曲
げ
強
さ
(N
/m

m
2)

 

経過年数（年） 

許容残存強度ライン

基準耐用年数

図４ - 2 　 土 中 埋 設 型



４ . ４ 　 耐 用 年 数 推 定 式 （ 水 平 部 材 ）
４ . ４ - １ 　 土 壌 近 接 型 （ 図 ４ - ３ ）
・耐用年 数推定式： F = 2 9 . 4 - 0 . 4 1 2 5 x
・ 基 準 耐 用 年 数 ： 2 3 . 8 年

４ . ４ - ２ 　 非 接 地 型 （ 図 ４ - ４ ）
・耐用年 数推定式： F = 2 9 . 4 - 0 . 3 4 9 6 x
・ 基 準 耐 用 年 数 ： 2 8 . 0 年
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図 ４ - ３ 　 土 壌 近 接 型

図 ４ - ４ 　 非 接 地 型
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４ . ５ 　 経 過 観 察 と な っ た 部 材 の 次 回劣化診断時期
一次劣化 診断および二次劣化診断において、経過観察となった部材の次

回劣化診断時期は以下の考え方に基づいた。

４ . ５ - １ 　 一 次 劣 化 診 断 （ 目 視 ）
一 次 劣 化 診 断 （ 目 視 ） に お い

て 「 健 全 （ 被 害 度 0 ） 」 と 判 断 さ
れ た 部 材 が 、 「 部 分 的 に 軽 微 な
腐 朽 （ 被 害 度 1 ） 」 と な る 最 短 の
期 間 を 、 現 地 測 定 し た 被 害 度 と
経 過 年 数 と の 関 係 か ら 求 め 、 4 年
と い う 値 を 得 た（ 図４ - ５ ）。

こ れ に よ り 「 健 全 」 と 判 断 さ
れ た 部 材 の 次 回 劣 化 診 断 時 期
は、 4 年 後 （ 推 奨 ） とす る 。

４ . ５ - ２ 　 二 次 劣 化 診 断 （ ピ ロ ディ ン の使用を前提とする）
二 次 劣 化 診 断 で 得 ら れ た 診 断 結 果 よ り 、 残 存 す る 耐 用 年 数 が 「 3 年 以

上 」 あ る 場 合 は 「 経 過 観 察 」とする。
こ の 「 3 年 」 と い う 年 数 の 根 拠 は 「 劣 化 診 断 」 、 「 予 算 請 求 」 、 「 部 材

調 達 」 と い う 維 持 管 理 側 の ス ケ ジ ュ ー ル か ら 、 少 な く と も ３ 年 前 に は 判
断・決定する必要があるとの考えからである。

残 存 す る 耐 用 年 数 は 、 二 次 劣 化 診 断 で 得 ら れ た P e 値 か ら 求 め る こ と が
可 能 で あ る が 、 計 算 が 煩 雑 と な る た め 、 鉛 直 部 材 お よ び 水 平 部 材 の 各 条 件
（ 耐 用 年 数 推 定 式 と 同 条 件 ） ご と に 「 残 存 耐 用 年 数 早 見 表 」 を 作 成 し た の
で活用されたい（資料３ ）。
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図４ - ５ 　 被 害 度 （ 下 限 値 ） と 経 過 年数

4 年

・関係式：y = 0.2653x - 1.0643 



５．柵状木質構造物の維持管理フロー
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図 5 　 柵 状 木 質 構 造 物 の 維 持 管 理 フロー

屋 外 に 設 置 さ れ た 柵 状 木 質 構 造 物 は 、 劣 化 の 状 態 や 現 状 を 把 握 す る た
め、定期的な点 検 や巡回などを実施する。
な お 、 耐 用 年 数 が 明 ら か に な って い る 柵 状 木 質 構 造 物 に お いて 耐 用 年

数 に 達 し た 後 は 、 図 ５ の フ ロ ー 図 に 沿 って 維 持 管 理 を 実 施 す る こ とを 推
奨する。
こ の フ ロ ー 図 で は 、 一 次 劣 化 診 断 は 「 目 視 」 で 、 二 次 劣 化 診 断 で は

「ピロディン 」 を使用 して行う。



【解説】
屋 外 に 設 置 さ れ た 柵 状 構 造 物 の 劣 化 や 破 損 な どの 状 況 確 認 お よ び 現 状 の

把握は、通常の定期点検や巡回などにより行うものとする。
ま た 、 構 造 物 が 基 準 と な る 耐 用 年 数 に 達 し た 時 に は 、 図 ５ の フ ロ ー 図 に

基づいて維持管理を始めることを推奨する。
な お 、 こ こ で は 一 次 劣 化 診 断 は 「 目 視 」 に

よ り 、 二 次 劣 化 診 断 は 「 ピ ロ ディ ン 」 を 用 い
て実施するものとする。

【劣化診断の流れ】
ⅰ） S t e p ： １ （ 一 次 劣 化 診 断 ）
腐 朽 被 害 度 が 「 1 」 未 満 の 部 材 は 経 過 観 察 と し 、 次 回 劣 化 診 断 を 「 4 年

後 」 と 設 定 す る 。 「 1 」 以 上 の 部 材 は 「 S t e p : 2 」 に 進 む 。
な お 、 耐 用 年 数 経 過 後 の 最 初 の 劣 化 診 断 に お い て 、 腐 朽 被 害 度 が

「 2 . 5 」 以 上 に な っ た 部 材 に 関 して は 、 防 腐 薬 剤 処 理 に 何 ら か の 瑕 疵 が あ
ると判断できるため、その部材は「 S t e p : 3 」 に 進 む も の とす る 。
目 視 に よ る 腐朽被害度の判断基準は、資料 1 を 参 照 さ れ た い 。

ⅱ） S t e p ： ２ （ 二 次 劣 化 診 断 ）
ピ ロ ディ ン の 測 定 で 得 ら れ た P e 値 を 残 存 耐 用 年 数 早 見 表 に 当 て は め 、 測

定 し た 部 材 の 残 存 耐 用 年 数 を 求 め る 。 残 存 耐 用 年 数 が 「 3 年 以 上 」 の 場 合
は 経 過 観 察 と し 、 次 回 の 劣 化 診 断 は 残 存 耐 用 年 数 早 見 表 で 得 ら れ た 年 数 か
ら 「 3 年 」 を 引 い た 年 数 に 達 し た と き に 行 う 。 残 存 す る 耐 用 年 数 が 「 3 年 未
満 」 の も の は 「 S t e p : 3 」 に 進 む 。

ⅲ） S t e p ： ３ （ 保 全 措 置 ）
保 全 措 置 に つ いて は 、 「 2 . 劣 化 診 断 の 目 的 と 手 法 」 の 中 で、 一 般 的 な 手

法について説明しているので参照されたい。

【本手引きにおける耐用年数の考え方（補足説明）】
本 手 引 き で は 、 耐 久 性 や 腐 朽 の 評 価 を、 強 度 と い う 具 体 的 な 性 能 に 置 き

換えて耐用年数の推定を行った。
従 って、 こ こ で 言 う 「 耐 用 年 数 」 と は 、 劣 化 や 腐 朽 に よ り 使 えな く な っ

た 状 態 に な る 年 数 を 示 す も の で は な く 、 こ の 年 数 に 達 し た 時 に 許 容 す る 曲
げ 強 さ を 超 える 負 荷 が 部 材 に 生 じ た 場 合 「 壊 れ る 可 能 性 が あ る 」 と い う こ
とを示してい る 。
ま た 、 推 定 に 用 いて い る 基 準 材 料 強 度 は 「 ５ ％ 下 限 値 」 と い う 安 全 側 の

値 を 採 用 して い る こ と か ら 、 「 耐 用 年 数 」 に 達 し た と して も 、 構 造 体 が 壊
れてしまうことは少ないものと考える。
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【基準耐用年数】
・鉛直部材（土中埋設型）：17.7年

・水平部材（土壌近接型）：23.8年
・水平部材（非接地型）   ：28.0年



６．任意に耐用年数を設定する場合について

【解説】
求 め ら れ る 強 度 性 能 に 対 して、 適

切 な 強 度 計 算 を 行 っ た 構 造 体 の 耐 用
年 数 は 、 推 定 式 の 各 項 目 に 明 示 し た
年数が基準となる。
し か し 、 こ の 基 準 以 上 の 耐 用 年 数

を 任 意 に 設 定 す る 場 合 は 、 以 下 の 考
え 方 で 年 数 の 延 長 を 図 る も の と す
る 。 耐 用 年 数 延 長 の イ メ ー ジ を 図
6 - １に示す。
基 準 耐 用 年 数 （ X 0） を 任 意 の 耐

用 年 数 （ X 1 ） に 延 長 す る た め に
は 、 構 造 体 の 初 期 耐 力 を 増 加 さ せる 必 要 が あ る 。 し か し 、 樹 種 を 変 更 し な
い 限 り 部 材 が 持 つ 「 基 準 材 料 強 度 （ F 0） 」 は 変 わ ら な い の で、 耐 力 の 増 加
には、部材の断面寸法を大きくすることで対応する。

６ . １ 　 耐 用 年 数 設 定 （ 延 長 ） の 手 順
「 強 度 」 と 「 断 面 係 数 」 か ら 得 ら れ る 「 許 容 曲 げ モ ーメ ン ト 」 の 関 係 式

を 用 い 、 基 準 耐 用 年 数 時 の 許 容 曲 げ モ ーメ ン ト 「 M 0（ N ・ m m 2） 」 と 耐
用 年 数 延 長 に 求 め ら れ る 許 容 曲 げ モ ーメ ン ト 「 M 1（ N ・ m m 2） 」 を 求 め
る。

【（参考 ）許容曲げモーメント ( M ) 】
 M （ N ・ m m ） = F （ 強 度 ・ N / m m 2） × Z （ 断 面 係 数 ・mm 3）
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X1X0

耐 用 年 数 は 「 強 度 」 を 指 標 と して い る た め 、 基 準 耐 用 年 数 （ X 0） を 任
意 の 耐 用 年 数 （ X 1） に 設 定 （ 延 長 ） す る た め に は 、 構 造 体 の 初 期 耐 力 を
増 加 さ せる 必 要 が あ る 。 た だ し 部 材 の 「 基 準 材 料 強 度 （ F 0） 」 は 樹 種 を 変
更 し な い 限 り 常 に 一 定 で あ る こ と か ら 、 断 面 寸 法 を 大 き く す る こ と で 耐 力
の増加を図るも の とする。
こ こ で は 、 「 強 度 」 と 「 断 面 係 数 」 か ら 得 ら れ る 「 許 容 曲 げ モ ーメ ン

ト 」 の 関 係 式 よ り 任 意 の 耐 用 年 数 に 必 要 と な る 耐 力 の 増 加 分 を 求 め 、 そ の
値から部材断面 寸 法を算出する。

M0

M1

耐用年数（年）

図６-１　耐用年数延長のイメージ

許
容
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
（
M
）

延長に必要な耐力の増加

耐用年数の延長



各 耐 用 年 数 推 定 式 に お け る 基 準 材 料 強 度 「 F 0」 は 固 定 値 で あ る こ と か
ら、 M 1と M 0は以下の式となる。
  ・ M 1= F 0× Z 1（式 6 - 1 ）
  ・ M 0= F 0× Z 0（式 6 - 2 ）

ま た 「 F 0」 は 式 6 - 1 と 式 6 - 2 に お いて 共 通 で あ り 、 耐 用 年 数 延 長 に よ る
許 容 曲 げ モ ーメ ン ト 「 M 1」 の 増 加 分 は 断 面 係 数 （ Z 1） を 大 き く す る こ と
で対応することになる。すなわち、 M 1と M 0の関係は 式 6 - 3で表せる。
  ・ M 1： M 0= F 0×  Z 1： F 0  × Z 0= Z 1： Z 0
       ∴ M 1： M 0= Z 1： Z 0（式 6 - 3 ）

最 終 的 に 求 め た い の は 「 Z 1 」 で あ る 。 そ こ で 、 部 材 の 断 面 寸 法 は
「 Z 0 」 の ま ま で 変 更 せ ず、 耐 用 年 数 延 長 に よ る 許 容 曲 げ モ ー メ ン ト
「 M 1」 の 「 F 0」 が 「 F 1」 に な る と 仮 定 を す る と 「 M 1」 は 式 6 - 4 で 表 せ
る 。
  ・ M 1= F 1× Z 0（式 6 - 4 ）

こ の 時 の 「 F 1」 は 、 対 応 す る 耐 用 年 数 推 定 式 （ 式 4 ） の 低 減 係 数 （ a ）
と 延 長 し た 耐 用 年 数 （ X 1） を 乗 算 し 、 こ れ に 許 容 残 存 強 度 （ f L） を 加 算
することで求められる（式 6 - 5 ） 。
・ 耐 用 年 数 延 長 時 の 「 F 1」算定： F 1= f L+ a X 1（式 6 - 5 ）

こ こ で 式 6 - 3 の M 1と M 0に式 6 - 2 と 式 6 - 4 を 代 入 す る 。
（ F 1× Z 0）：（ F 0× Z 0） = Z 1： Z 0

           Z 1× （ F 0× Z 0） = Z 0× （ F 1× Z 0）
                    Z 1× F 0= Z 0× F 1 　 　 　 　 　  ∴ Z 1= F 1 / F 0× Z 0

得られた 「 Z 1」から、部材の断面寸法を求めることができる。

※部材の断面寸法を求めるために使用している断面係数「Ｚ」は、断面形状ごとに
異なるため、適切な式を選択し用いること。
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Z1：断面係数(耐用年数延長時)

Z0：断面係数(基準耐用年数)

F0：29.4N/㎜2(基準材料強度)



６ . ２ 　 耐 用 年 数 を 設 定 （ 延 長 ） す る場合の設計例
推定式を 用い、耐用年数を任意に設定する手順について解説する。

【ケーススタディとする構造体の基本情報（図 6 - 2 ） 】
・構造体 ・構造種別：立入防止柵（耐雪型） S A 3

・ 樹 種 ： カ ラ マ ツ 　 ・ 鉛 直 部 材 の施工方法：土中埋設型

設 置 す る 構 造 体 の 強 度 計 算 を 実 施 す る 。 立 入 防 止 柵 で は 高 い 安 全 性 は 求

め ら れず、 ま た 雪 の 影 響 は 無 い と 考 え 、 こ こ で は 木 材 の 荷 重 継 続 期 間 影 響

係数は短期 2 . 0 、 設 計 強 度 は 1 9 . 6 （ N / ㎜ 2）の値を採用する。

ま た 強 度 計 算 よ り 、 こ の 設 計 例 に お い て 鉛 直 部 材 は 円 柱 加 工 材

φ 1 2 5 m m 、 水 平 部 材 （ 土 壌 近 接 型 ） は 円 柱 加 工 材 φ 9 0 m m （ 半 割 ） 、 水

平 部 材 （ 非 接 地 型 ）は円柱加工材φ 1 2 0 m m （ 半 割 ） とす る 。
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図　６-２　木製立入防止柵設計例

【平面図】

【正面図】 【側面図】

GL

鉛直部材：φ125mm

鉛直部材：φ125mm

水平部材（非接地型）：φ120mm（半割）・（土壌近接型）：φ90mm（半割）

水平部材（土壌近接型）：φ90mm（半割）

水平部材（非接地型）：φ120mm（半割）

水平部材（土壌近接型）：φ90mm（半割）

鉛直部材：φ125mm

鉛直部材：φ125mm



耐 用 年 数 を 任 意 に 設 定 す る に は 、 「 6 . 1 　 耐 用 年 数 設 定 （ 延 長 ） の 手

順 」 で 示 し た 通 り 、 任 意 の 耐 用 年 数 に 必 要 な 「 強 度 （ F 1） 」 と 「 基 準 材 料
強 度 （ F 0 ） 」 と の 比 率 （ F 1 / F 0 ） を 、 「 基 準 耐 用 年 数 時 の 断 面 係 数
（ Z 0 ） 」 に 乗 算 す る こ と で 、 任 意 の 耐 用 年 数 に 必 要 な 「 断 面 係 数

（ Z 1）」を算出し、任意の耐用年数における断面寸法を再計算する。

以 下 に 示 す 計 算 例 で は 、 鉛 直 部 材 お よ び 水 平 部 材 （ 土 壌 近 接 型 ） の 耐 用

年 数 を 水 平 部 材 （ 非 接 地 型 ） の 耐 用 年 数 2 8 年 に 合 わ せ、 部 材 の 断 面 寸 法 を

再 計 算 する。

【鉛直部材】
①「 F 1」の 算出
       F = F 0 - a x よ り （ F 0を F 1に 置 き 換 えて 計 算 を 行 う ）
       1 9 . 6 = F 1 - 0 . 5 5 2 2 × 2 8
       F 1 = 1 9 . 6 + 0 . 5 5 2 2 × 2 8 　 　 F 1 = 3 5 . 0 6 N / ㎜ 2

② F 1と F 0の比率を求め、 Z 0と乗算することで Z 1を算出する
 Z 0 ( ㎜ 3 ) = d 3π / 3 2 よ り （ d : 直 径 ）
          = 1 2 5 3 × π / 3 2 = 1 9 1 . 7 4 × 1 0 3

 Z 1 ( ㎜ 3 ) = Z 0 × （ F 1 / F 0） よ り

 F 1 / F 0 = 3 5 . 0 6 / 2 9 . 4 = 1 . 1 9

 Z 1 ( ㎜ 3 ) = 1 9 1 . 7 4 × 1 0 3 × 1 . 1 9 = 2 2 8 . 1 7 × 1 0 3

 2 2 8 . 1 7 × 1 0 3 = d 3π / 3 2 よ り （ d : 直 径 ）
                          d 3 = 2 2 8 . 1 7 × 1 0 3 × 3 2 / π = 2 3 2 4 . 1 × 1 0 3

        ∴ d = 1 3 2 . 4 6 （ ㎜ ）
※ 耐 用 年 数 を 1 7 年 か ら 2 8 年 に 延 長 す る に は 、 支 柱 寸 法 φ 1 2 5 m m を

φ 1 3 3 m m へ 変 更 す る 。
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（参考）

・耐用年数推定式（鉛直部材）： F = 2 9 . 4 - 0 . 5 5 2 2 x （ 耐 用 年 数 ： F = f L）

・ F 0： 2 9 . 4 N / ㎜ 2（基準材料強度）

・ f L： 1 9 . 6 N / ㎜ 2 （ 許 容 残 存 強 度 ・ 基 準 材 料 強 度 の 2 / 3 ）



【水平部材（土壌近接型）】
①「 F 1」の 算出
       F = F 0 - a x よ り （ F 0を F 1に 置 き 換 えて 計 算 を 行 う ）
       1 9 . 6 = F 1 - 0 . 4 1 2 5 × 2 8
       F 1 = 1 9 . 6 + 0 . 4 1 2 5 × 2 8 　 　 F 1 = 3 1 . 1 5 N / ㎜ 2

② F 1と F 0の比率を求め、 Z 0と乗算することで Z 1を算出する】
 Z 0 ( ㎜ 3 ) = R 3π / 8 よ り （ R : 半 径 ）
          = 4 5 3 × π / 8 = 3 5 . 7 8 × 1 0 3

 Z 1 ( ㎜ 3 ) = Z 0 × （ F 1 / F 0） よ り

 F 1 / F 0 = 3 1 . 1 5 / 2 9 . 4 = 1 . 0 5

 Z 1 ( ㎜ 3 ) = 3 5 . 7 8 × 1 0 3 × 1 . 0 5 = 3 7 . 5 6 × 1 0 3

 3 7 . 5 6 × 1 0 3 = R 3π / 8 （ R : 半 径 ）
                        R 3 = 3 7 . 5 7 × 1 0 3 × 8 / π = 9 5 6 4 5 . 7 5
        ∴ R = 4 5 . 7 3 （ ㎜ ）

※ 耐 用 年 数 を 2 3 年 か ら 2 8 年 に 延 長 す る に は 、 水 平 部 材 （ 土 壌 近 接 型 ） の

寸法φ 9 0 m m （ 半 割 ） を φ 9 2 m m （ 半 割 ） へ 変 更 す る 。
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（参考）

・耐用年数推定式（水平部材・土壌近接型）

　　　　　　　　　　　　　　： F = 2 9 . 4 - 0 . 4 1 2 5 x （ 耐 用 年 数 ： F = f L）

・ F 0： 2 9 . 4 N / ㎜ 2（基準材料強度）

・ f L： 1 9 . 6 N / ㎜ 2 （ 許 容 残 存 強 度 ・ 基 準 材 料 強 度 の 2 / 3 ）



【部材の断面寸法から耐用年数を求める】
最 初 に 使 用 す る 部 材 の 寸 法 を 決 め 、 そ の 断 面 寸 法 よ り 耐 用 年 数 を 求 め る

方法を解説する。ここでは、鉛直部材の計算例を示す。

　 使 用 す る 部 材 の 耐 用 年 数 を 求 め る 前 に 、 要 求 さ れ る 強 度 性 能 よ り 「 基 準

耐 用 年 数 」 を 満 た す 部 材 寸 法 を 求 め る 。 こ こ で は P 1 9 （ 図 6 - 2 ） の 設 計 例
を用いる。

【基本情報（図 6 - 2 ） 】
・構造体 ・構造種別：立入防止柵（耐雪型） S A 3

・ 樹 種 ： カ ラ マ ツ 　 ・ 鉛 直 部 材 の施工方法：土中埋設型

・鉛直部 材：円柱加工材φ 1 2 5 m m

構 造 計 算 よ り 、 必 要 な 鉛 直 部 材 の 断 面 寸 法 は 円 柱 加 工 材 φ 1 2 5 m m で あ

る が 、 こ こ で は 円 柱 加 工 材 φ 1 3 0 m m を 使 う も の と し 、 そ の 場 合 の 耐 用 年

数を推定する。

 Z ( ㎜ 3 ) = d 3π / 3 2 よ り （ d : 直 径 ）
   Z 1 ( ㎜ 3 ) = 1 3 0 3π / 3 2 = 2 1 5 . 6 8 × 1 0 3

   Z 0 ( ㎜ 3 ) = 1 2 5 3π / 3 2 = 1 9 1 . 7 4 × 1 0 3

 Z 1 = Z 0 × （ F 1 / F 0） よ り
　 　 　 　 　 2 1 5 . 6 8 × 1 0 3 = 1 9 1 . 7 4 × 1 0 3 × （ F 1 / 2 9 . 4 ）
　　　　　　　　　　　　　　　         F 1 = 3 3 . 0 7 N / m m 2

 F = F 0 - a x よ り （ F 0を F 1に 置 き 換 えて 計 算 を 行 う ）
 1 9 . 6 = 3 3 . 0 7 - 0 . 5 5 2 2 x
 0 . 5 5 2 2 x = 3 3 . 0 7 - 1 9 . 6
      x = 2 4 . 3        ∴ 2 4 年

※ 支 柱 寸 法 φ 1 2 5 m m を φ 1 3 0 m m へ 変 更 し た 場 合 、 耐 用 年 数 は 2 4 年 と な

る 。
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（参考）

・耐用年数推定式（鉛直部材）： F = 2 9 . 4 - 0 . 5 5 2 2 x （ 耐 用 年 数 ： F = f L）

・ F 0： 2 9 . 4 N / ㎜ 2（基準材料強度）

・ f L： 1 9 . 6 N / ㎜ 2 （ 許 容 残 存 強 度 ・ 基 準 材 料 強 度 の 2 / 3 ）


